※任意提出（工事のみ）
※任意提出（工事のみ）

第46号様式その１
（申請日）　　　　年　　月　　日
企業状況申告書
（あて先）千葉市長
本店所在地
商号又は名称
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　実印
申告事項１（特例子会社との取引状況について）

入札参加資格審査申請の申請日から１年以内に特例子会社※との取引がない場合又は、共通書類において「障害者雇用状況報告書の報告者控又は障害者雇用給付金制度による報奨金支給申請書の申請者控」を提出している場合、この申告事項１（特例子会社との取引状況について）について、提出は不要です。
※　障害者の雇用の促進等に関する法律（昭和35年法律第123号）第４４条第１項の子会社で、同条同項の規定により、法第４３条第１項及び第７項の規定の適用について、当該子会社が雇用する労働者を当該親事業主のみが雇用する労働者と、当該子会社の事業所を当該親事業主の事業所とみなされる株式会社をいう。
当社は、申告日（入札参加資格審査申請の申請日とする。）から１年以内に、特例子会社との取引があることについて、以下のとおり申告します。
取引書類の添付欄

※　取引書類の添付欄に取引があったことを示す書類（契約書、領収書に限る。（写し可））を添付すること。
ただし、日付の記載、相手方の記載がない場合は無効とします。
※　添付の際は、書類を織り込むなどして、枠内に収まるように貼り付けてください。
また、添付する書類は取引の量にかかわらず、１枚で構いません。
· 特例子会社と取引がある場合、千葉市発注者別評価点算定事務要領第７条第２項により建設工事名簿の等級区分を行う際の加点となります。
第46号様式その２
申告事項２（協力雇用主の登録について）
入札参加資格申請日現在、保護観察所に協力雇用主として登録されている場合には下記についてご記入ください。（保護観察対象者の雇用実績の有無に関わらず登録している場合にはご記入ください。）
※　協力雇用主とは、犯罪・非行の前歴のために定職に就くことが容易でない刑務所出所者等を、その事情を理解したうえで雇用し、改善更生に協力する民間の事業主であることをいいます。
当社は、申告日（入札参加資格審査申請の申請日とする。）現在、協力雇用主として登録していることについて、以下のとおり申告します。
	登録のある保護観察所
	管轄　：（　　　　　　　　）保護観察所

	
	所在地：

	登録年月日
	　


　　　※登録状況については、後日千葉市から保護観察所に確認を行います。
　　　　登録が確認された場合は、千葉市発注者別評価点算定事務要領第１１条により、建設工事名簿の等級区分（格付）を行う際の加点となります。
（１ページ目）
（２ページ目）

